
公共事業の事業評価書

（林野公共事業の完了後の評価）

平 成 ２ １ 年 ８ 月



１ 政策評価の対象とした政策

事業完了後おおむね５年を経過した総事業費10億円以上の事業実施地区を対象として、事業

評価（完了後の評価）を実施した。

区 分 事 業 名 評 価 実
施地区数

国有林直轄治山事業 ４
直 轄 事 業

直轄地すべり防止事業 １

計 ５

２ 政策評価を担当した部局及びこれを実施した期間

評価の実施に当たっては、中部及び四国森林管理局に設置している学識経験者で構成する第

三者委員会を開催し、専門的見地からの意見を聴取することにより客観性及び透明性の確保を

図った。

１ 評価担当部局

中部及び四国森林管理局において実施した。（「直轄事業評価担当部局一覧表」別添１）

２ 評価実施期間

平成21年４月から平成21年８月まで

３ 政策評価の観点

本評価においては、①費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化、②事業効果の発現状

況、③事業により整備された施設の管理状況等について点検を行うとともに、これらに基づき

必要性、効率性、有効性の観点から総合的に行った。

４ 政策効果の把握の手法及びその結果

政策効果については、①費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化、②事業効果の発現

状況、③事業により整備された施設の管理状況等の評価項目の点検により、総合的に把握した。

その結果については、「地区別評価結果」（別添２）のとおりである。



５ 学識経験を有する者の意見の活用に関する事項

１ 平成21年７月に中部及び四国森林管理局において学識経験者で構成する第三者委員会を開

催するとともに、第三者委員会による現地調査を実施し、専門的見地からの意見を聴取する

ことにより客観性及び透明性の確保を図った。

評価実施地区についての第三者委員会の意見は、「地区別評価結果」（別添２）のとおりで

ある。

２ 中部及び四国森林管理局に設置している第三者委員会の委員構成は、「第三者委員会名簿」

（別添３）のとおりである。

６ 政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項

本評価を行う過程において使用した資料は、基礎資料、第三者委員会資料であり、資料に基

づき評価した内容を「地区別評価結果」（別添２）に集約しており、「地区別評価結果」は、林

野庁ホームページで公表することとしている。（http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hyouk

a/index.html）

なお、資料についての問合せ先は、「問合せ先一覧表」（別添４）のとおりである。

また、中部及び四国森林管理局に設置している第三者委員会における資料等については、各

森林管理局ホームページで公表することとしている（ホームページアドレスは（別添４）のと

おり)。

７ 政策評価の結果

すべての評価実施地区について、事業効果の発現が認められた。

評価実施地区の評価結果は、「地区別評価結果」（別添２）のとおりである。
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